（様式１）

令和５・６年度古賀市入札参加資格審査申請書
（古賀市こども発達ルーム事業委託）
令和　　年　　月　　日

古賀市長あて



申請者　　住所または所在地





（本社）
商号又は名称





代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　実印






担当者







電話番号　（　　　　）　　　　－　　　　　　
　令和５年１０月から、古賀市で行われるプロポーザル「古賀市こども発達ルーム事業委託」に参加する資格の審査を申請します。

　また、申請にあたっては次の事項について誓約します。

１　古賀市一般（指名）競争入札参加資格等に関する規定（平成９年４月９日告示第２７号）第４条各号に掲げる者に該当しません（Ⅰ.申請者の資格①～⑥参照）。

２　暴力的組織と一定の関係を有しません（Ⅰ.申請者の資格⑦～⑪参照）。

　　また、この確認のために申請内容を福岡県警察に照会することを了承します。

３　この申請書及び添付書類のすべての事項については、事実と相違ありません。

４　現場説明会等において配布を受ける指名通知書に記載されている「入札条件」「入札の心得」を遵守します。
５　入札に際しては、他の入札参加者と談合もしくは何等の協議もしません。
６　契約に関する目的のために市が個人情報を取り扱うことを了承します。

７　上記事項に違反した場合は、指名停止等の措置をされても一切異議を申し立てません。
<記載要領>

１　申請年月日は申請書を提出する日を記入すること。

２　この申請書は本社で作成すること。従って、申請者は本社の代表者であり印鑑は、代表印（実印）を押印のこと。

３　担当者は本申請に関する問い合せ担当者（本社以外でも可）名を記入すること。

	受　付　日
	受　付　番　号

	※古賀市記入欄
	※古賀市記入欄



	（様式２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

	営業（納入）経歴書

	納品先または役務提供先　
	契約（納入）年月
	納入物品名または契約件名
	契約（売上）金額
	摘　要
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	　千円
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	　　　　年　　月　
	　
	　
	　

	　
	　　　　年　　月　
	　
	　
	　

	　
	　　　　年　　月　
	　
	　
	　

	※納入・契約実績については過去２年までとする。（相手先は官公署、民間企業を問わない。）
	


（様式３）

使　用　印　鑑　届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

	


使用印

（代表者印又は受任者印）

上記の印鑑を、入札及び見積への参加並びに契約の締結及び代金の請求等のために使用したいのでお届けします。
古　賀　市　長　　あて

　　　　　　住所又は所在地（本社）

　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　代　表　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

※年月日は申請書を提出する日を記入すること。

※法人の場合の「使用印鑑」は会社印でなく、会社の代表者（支店長等）印を届け出ること。（会社名のみの印は不可）
（様式４）
委　　任　　状
令和　　年　　月　　日　

古　賀　市　長　　あて　　　　　　　　　　　　　　　





住所または所在地
（委任者）　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　 代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

私は、次のものを代理人と定め、下記の事項に関する権限を委任します。





住所または所在地

（受任者）　商号又は名称





代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使用印

記

【　委任期間　】

「古賀市こども発達ルーム事業委託」のプロポーザル参加に限り有効とする。
ただし、「古賀市こども発達ルーム事業委託」を受注した場合は契約期間終了まで有効。
【　委任事項　】
１　入札並びに見積に関する一切の件

２　契約の締結に関する一切の件

３　契約の履行に関する一切の件

４　契約金の請求並びに受領に関する一切の件

５　復代理人選定に関する件

６　入札・契約保証金の納付・請求・受領に関する件

７　その他契約履行に関する一切の件
　　　　　　
【　記載要領　】

１　年月日は申請書を提出する日を記入すること。

２　委任者の印は、代表印（実印）を押印すること。

３　受任者の使用印は、使用印鑑届（様式３）にて届け出るものと同一のものを押印すること。

（様式５）
古賀市内事業所調書
令和　　年　　月　　日
※この調書は古賀市内業者(古賀市内の支店等代理人に委任する場合を含む)のみ提出すること。

	事　務　所
	事務所の形態
	· 専    用（□独立　□住宅の一室）　

□他社同居（区画　□有　□無）　同居会社名［        　　　　　  　　 　  ］

	
	事務機器整備
	· 机椅子　□保管庫　□電話（□専用　□転送）　□ファックス　□複写機
· ＯＡ機器（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）　　□インターネット接続可

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　           　　　              ）

	
	看板
	□有　□無
	倉庫
	□有 □無
	資材置場
	□有 □無

	当該事業所の職員数
	人
	（内　常駐職員数）
	（　　　　　　　　　　　人）

	事務所外観写真（社名表示の確認ができるもの）

のりづけ

注：事業所が集合住宅の一室に入居している場合等は、

建物の全景または入口の看板等、事業所の状態がわかるような

写真を貼付けること。



	事務所内部写真

のりづけ




（様式６－１）
誓　　約　　書
令和　　年　　月　　日
古賀市長　あて
所在地又は住所
氏名又は名称
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　実印
　私は、古賀市が古賀市暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の市の事務又は事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員はもとより、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を入札、契約から排除していることを認識したうえで、記載事項について説明を受け、これを了解し、下記事項について、誓約いたします。
　なお、これらの事項に反する場合、契約の解除等、貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。
記
１　暴力団排除に関する特約条項（以下「特約条項」という。）第１項各号のいずれにも該当しません。
２　特約条項第１項各号に該当する事由の有無の確認のため、役員等名簿の提出を求められたときは、速やかに提出します。
３　特約条項第１項各号に該当しないことの確認のため、貴市が警察署に照会することについて承諾します。



＜暴力団排除に関する特約条項＞

第１条　発注者は、警察署からの通知に基づき、受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下本条において同じ。）が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。この場合において、解除により受注者に損害があっても、発注者はその損害の賠償の責を負わないものとする。
一　計画的又は常習的に暴力的不法行為等を行い、又は行うおそれがある組織（以下「暴力的組織」という。）であるとき。
二　役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその法人の役員（役員として登記又は届出がされていないが、事実上経営に参画している者を含む。以下この条において同じ。）をいう。以下同じ。）が、暴力的組織の構成員（構成員とみなされる場合を含む。以下同じ。以下これらを「構成員等」という。）となっているとき。
三　構成員等であることを知りながら、構成員等を雇用し、又は使用しているとき。
四　暴力的組織又は構成員等であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結したとき。

五　構成員等である事実を知らずに、構成員等を雇用している場合又は暴力的組織若しくは構成員等である事実を知らずに、その者と下請契約もしくは資材、原材料の購入契約を締結した場合であって、当該事実の判明後すみやかに、解雇に係る手続きや契約の解除など適正な是正措置を行わないとき。
六　自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力的組織又は構成員等を利用したとき。
七　暴力的組織又は構成員等に経済上の利益又は便宜を供与したとき。
八　役員等が、個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的若しくは第三者に損害を与える目的をもって、暴力的組織若しくは構成員等を利用したとき、又は暴力的組織若しくは構成員等に経済上の利益若しくは便宜を供与したとき。
九　役員等が、暴力的組織又は構成員等と密接な交際を有し、又は社会的に非難される関係を有しているとき。

２　受注者は、発注者が前項各号に該当する事由の有無を確認することを目的として受注者に対し役員名簿等の提出を求めたときは、速やかに当該役員名簿等を提出しなければならない。
３　第１項の規定により契約が解除された場合においては、受注者は、契約金額の100分の10に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

４　前項の場合において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができ、また、発注者は受注者に対する契約金その他の債務があるときは、相殺することができる。
５　前２項に規定する違約金の徴収は、受注者に対する発注者の損害賠償の請求を妨げない。
物品・役務











１／２





暴力団排除に関する特約条項第１条第１項第９号について


「密接な交際」とは、例えば友人又は知人として、会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするなどの交遊をしていることである。


　  「社会的に非難される関係」とは、例えば構成員等を自らが主催するパーティその他の会合に招待するような関係又は構成員等が主催するパーティその他の会合に出席するような関係である。





２／２








